
大阪市における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応要領の改正について（案） 

 

 

１ 職員対応要領について 

（１）概要 

職員対応要領（大阪市における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応要領） 

・平成 28年４月１日施行 

・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下、「障害者差別解消法」という。）

第 10条に基づき、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針に即して、服務

規律の一環として大阪市職員として取り組むべき事項について策定 

・教育委員会、交通局（当時）、水道局は別途策定 

 

 

（２）職員対応要領の対象範囲（イメージ） 

 

・大阪市事務分掌条例第１条に規定する組織等

・副首都推進局 ・区役所
・市政改革室 ・会計室
・デジタル統括室 ・消防局
・総務局 ・行政委員会事務局

・都市交通局 ・市会事務局

・教育委員会事務局
・学校園

・・・本市が対応要領を制定・遵守。 ・・・本市対応要領に留意するよう求める。

・・・各地方独立行政法人が対応要領を制定・遵守。 ・・・主務大臣が対応指針等を制定。
　　事業者（地方公営企業含む）が遵守。

大 阪 市 に お け る障 がい を理 由と する 差別
の 解 消 の 推 進 に 関 す る 対 応 要 領

障害者差別解消法

障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針

行政機関等 事業者

大阪市

【地方独立行政法人】

【地方公営企業】 ・大阪市民病院機構

大阪市水道局における障が

いを理由とする差別の解消の
推進 に関 す る 対応 要領

（　・水道局　　）

・大阪健康安全基盤研究所
・大阪産業技術研究所
・大阪市博物館機構
・天王寺動物園

・市施設の指定管理者

大阪市教育委員会における障がいを理由とする
差 別 の 解 消 の 推 進 に 関 す る 対 応 要 領

・市事業の受託事業者

【地方独立行政法人】
・大阪公立大学

 
 

 

  

資料４－１ 



２ 法律等の改正について 

（１）障害者差別解消法の改正 

令和３年６月４日公布、令和６年４月１日施行予定 

＜改正内容＞ 

・ 事業者による社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供の義務化 

 不当な差別的取扱いの禁止 合理的配慮の提供 

国・地方公共団体等 法的義務 法的義務 

事 業 者 法的義務 努力義務⇒法的義務 

 

・ 国及び地方公共団体の連携協力の責務の追加 

・ 障がいを理由とする差別を解消するための支援措置の強化 

 

（２）障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針の変更 

令和５年３月 14日閣議決定、改正法の施行日から適用。 

基本方針…障がい者差別の解消に向けた、政府の施策の総合的かつ一体的な実施に関する基本

的な考え方を示すもの。 

＜主な変更内容＞ 

・ 社会的障壁を解消するための手段（車椅子、補助犬その他の支援機器等の利用や介助者の

付添い等）の利用等を理由として行われる不当な差別的取扱いも障がいを理由とする不当

な差別的取扱いに該当することを明記。 

・ 不当な差別的取扱いに該当する/しないと考えられる事例を記載 

・ 行政機関等・事業者と障がいのある人の双方の「建設的対話」と「相互理解」が重要であ

ることを明記。 

・ 合理的配慮の提供義務違反に該当する/しないと考えられる事例を記載 

・ 合理的配慮と環境の整備の関係について整理 

 

３ 職員対応要領の改正について 

＜改正内容＞ 

・ 基本方針の変更内容に即して、厚生労働省の対応要領（改正案）を踏まえながら修正。 

・ 本文第３条に、「環境の整備」に努める旨を追記。 

・ 本文第６条に、従事者向け研修の実施等を委託等の条件に盛り込むよう努める旨を追記。 

・ 留意事項の項目番号を整理。 

・ 留意事項に、合理的配慮の提供義務違反に該当する例を追記。 

・ 留意事項に、「２（４）環境の整備との関係」（環境の整備の例を含む）を新設。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※改正素案は別紙新旧対照表のとおり 

 

 

前文 

第１条 目的 

第２条 不当な差別的取扱いの禁止 

第３条 合理的配慮の提供 

第４条 監督者の責務 

第５条 相談体制の整備 

第６条 研修・啓発 

 

１ 不当な差別的取扱い 

（１）不当な差別的取扱いの基本的な考え方 

（２）正当な理由の判断の視点 

（３）不当な差別的取扱いの具体例 

２ 合理的配慮 

 （１）合理的配慮の基本的な考え方 

 （２）過重な負担の基本的な考え方 

 （３）合理的配慮の具体例 

 （４）環境の整備との関係 

 

第６ 合理的配慮の具体例 

 

本  文 留意事項 



４ 今後のスケジュール 

時期 事項 備考 

令和５年９月 27日 障がい者差別解消支援地域協議部

会 

職員対応要領（素案）の提示 

進め方（案）の説明 

令和５年 10月 

～12月 

意見聴取 各障がい者団体等（※）へ意見聴取 

令和６年１月 職員対応要領（案）の作成  

令和６年２月 障がい者差別解消支援地域協議部

会 

修正内容の説明、職員対応要領（改正

案）の確定 

令和６年３月 職員対応要領 改正手続き  

令和６年４月 改正障害者差別解消法施行、改正後

の職員対応要領の施行 

 

 （※）障がい者施策推進協議会、計画策定・推進部会、地域自立支援協議部会、発達障がい者支

援地域部会、精神障がい者地域生活支援部会の委員のうち、「当事者」の委員及び「大阪市

内の区域内の障がい者団体等の代表者」の委員の団体を対象。 

 

 

＜参考＞ 

障害者差別解消法（抄） 

 （行政機関等における障害を理由とする差別の禁止） 

第七条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な差別

的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 行政機関は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨

の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害

することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障がいの状態に応じて、社会的障壁の除去の実施

について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。 

 

 （地方公共団体等職員対応要領） 

第十条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、基本方針に即して、第七条に規定する事項に関し、

当該地方公共団体の機関及び地方独立行政法人の職員が適切に対応するために必要な要領を定めるよう努

めるものとする。 

２ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定めようとするときは、

あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（抄） 

第１ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する基本的な方向 

 ２ 基本的な考え方 

（２）基本方針と対応要領・対応指針との関係 

基本方針に即して、国の行政機関の長及び独立行政法人等においては、当該機関の職員の取組に資

するための対応要領を、主務大臣においては、事業者における取組に資するための対応指針を作成す

ることとされている。地方公共団体及び公営企業型以外の地方独立行政法人については、地方分権の

観点から、対応要領の作成は努力義務とされているが、積極的に取り組むことが望まれる。 

対応要領及び対応指針は、法に規定された不当な差別的取扱い及び合理的配慮について、障害種別

に応じた具体例も盛り込みながらわかりやすく示しつつ、行政機関等の職員に徹底し、事業者の取組

を促進するとともに、広く国民に周知するものとする。 


